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Abstract Medical helicopter systems have been in place in Japan from 2001. However, there are only 
12 systems operating in 2007. The high cost has been pointed out as the greatest problem for 
the spread of medical helicopter systems. There have not been any previous studies 
undertaken about the social factors such as finance, population and so on. This study aim to 
clarify the relationship between the regional social factors of places where medical 
helicopter systems do or do not exist. We will apply a logistic-regression analysis and a 
principal component analysis. 
 As a result of study, the financial coefficient is an important factor for the spread. In addition, 
47 prefectures of Japan have been classified into three groups by the regional social factors. 
We propose co-operative management between neighbor prefectures for systems to spread. 
Then, the efficient and economical management of medical helicopter systems can be 
realized. 
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 ２・１ 普及の現状 
ドクターヘリは、我が国で平成 13 年から運用されてお
り、平成 19 年 12 月時点で 12 ヵ所（図-2）に配備されて
いる。 
平成 19 年 6 月 19 日に成立した、救急医療用ヘリコプ
ターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法にお 
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 ２・２ 普及に向けた課題 
普及の課題は、運用費が最大のネックといわれてきた。3)







































いられている。4) ・ 小型機で離着陸場所を確保しやすい 
・ 平成 18 年度の出動件数は、合計 4,444 件 ロジスティック回帰分析の回帰式は式(1)のようにな
り、目的変数 y は 0≦y≦1 の範囲の確率値をとる。 
 
 



























 ３・４ 分析に用いる指標 



































































































































































都道府県 評価値 都道府県 評価値 都道府県 評価値
北海道 0.96 岐阜県 0.19 奈良県 0.08
静岡県 0.87 長野県 0.19 青森県 0.08
愛知県 0.82 福島県 0.18 鹿児島県 0.08
福岡県 0.69 三重県 0.18 山形県 0.08
神奈川県 0.68 東京都 0.17 富山県 0.07
千葉県 0.53 滋賀県 0.14 徳島県 0.07
宮城県 0.45 岡山県 0.14 大分県 0.07
広島県 0.45 石川県 0.11 宮崎県 0.06
兵庫県 0.42 岩手県 0.11 和歌山県 0.06
埼玉県 0.41 山口県 0.10 佐賀県 0.06
京都府 0.40 愛媛県 0.09 高知県 0.05
大阪府 0.36 福井県 0.09 島根県 0.05
新潟県 0.36 熊本県 0.08 鳥取県 0.05
茨城県 0.23 山梨県 0.08 長崎県 0.05
栃木県 0.21 香川県 0.08 沖縄県 0.04




























 ４・３ 分析結果の考察 
 




































































































都道府県 評価値 都道府県 評価値 都道府県 評価値
北海道 0.96 長野県 0.18 佐賀県 0.08
福岡県 0.90 岡山県 0.18 山梨県 0.08
愛知県 0.88 宮城県 0.16 長崎県 0.07
静岡県 0.88 東京都 0.14 和歌山県 0.07
兵庫県 0.82 栃木県 0.14 徳島県 0.06
埼玉県 0.69 三重県 0.14 奈良県 0.06
千葉県 0.52 鹿児島県 0.13 岩手県 0.06
神奈川県 0.48 愛媛県 0.11 石川県 0.06
大阪府 0.38 熊本県 0.11 福井県 0.06
群馬県 0.34 山形県 0.11 鳥取県 0.05
広島県 0.26 山口県 0.10 富山県 0.05
京都府 0.24 宮崎県 0.10 大分県 0.05
茨城県 0.22 滋賀県 0.10 沖縄県 0.04
岐阜県 0.20 香川県 0.09 島根県 0.04
福島県 0.20 秋田県 0.09 高知県 0.04
新潟県 0.20 青森県 0.09
＊網掛け：ドクターヘリ運用中の道県 
 

































































































 ４・４・３ 兵庫県・京都府・鳥取県の合同運用 
都道府県 評価値 都道府県 評価値 都道府県 評価値
北海道 0.93 茨城県 0.18 奈良県 0.08
兵庫県 0.85 群馬県 0.17 山梨県 0.08
愛知県 0.80 青森岩手 0.16 鳥取県 0.07
千葉県 0.79 東京都 0.14 和歌山県 0.07
静岡県 0.77 鹿児島県 0.14 佐賀県 0.07
福岡県 0.76 三重県 0.13 福井県 0.07
埼玉県 0.75 山口県 0.12 沖縄県 0.06
神奈川県 0.62 栃木県 0.12 徳島県 0.06
京都府 0.30 秋田県 0.11 石川県 0.06
新潟県 0.28 愛媛県 0.11 島根県 0.06
広島県 0.27 熊本県 0.11 富山県 0.05
大阪府 0.24 山形県 0.11 香川県 0.05
宮城県 0.24 長崎県 0.10 大分県 0.05
岐阜県 0.20 滋賀県 0.10 高知県 0.04
長野県 0.19 岡山県 0.09

























































都道府県 評価値 都道府県 評価値 都道府県 評価値
静岡県 0.95 三重県 0.23 青森県 0.08
北海道 0.95 長野県 0.22 徳島県 0.08
神奈川県 0.80 茨城県 0.19 岡山県 0.07
愛知県 0.78 福島県 0.19 宮崎県 0.07
福岡県 0.67 山口県 0.16 長崎県 0.06
千葉県 0.61 香川県 0.15 鹿児島県 0.06
埼玉県 0.47 富山県 0.13 熊本県 0.06
大阪府 0.40 愛媛県 0.12 沖縄県 0.06
宮城県 0.37 東京都 0.12 和歌山県 0.06
岐阜県 0.34 山梨県 0.12 岩手県 0.05
三府県 0.34 山形県 0.12 島根県 0.04
群馬県 0.29 福井県 0.11 大分県 0.03
滋賀県 0.28 石川県 0.11 高知県 0.02
新潟県 0.25 佐賀県 0.10
広島県 0.25 秋田県 0.10
栃木県 0.24 奈良県 0.09
都道府県 評価値 都道府県 評価値 都道府県 評価値
北海道 0.93 岐阜県 0.20 富山県 0.08
静岡県 0.88 三重県 0.19 青森県 0.08
愛知県 0.83 長野県 0.19 山形県 0.08
福岡県 0.69 福島県 0.18 鹿児島県 0.08
神奈川県 0.68 東京都 0.17 徳島県 0.08
千葉県 0.54 岡山県 0.15 大分県 0.07
宮城県 0.45 石川県 0.12 宮崎県 0.07
広島県 0.45 山口県 0.11 和歌山県 0.06
滋賀京都 0.42 岩手県 0.10 佐賀県 0.06
埼玉県 0.42 福井県 0.09 高知県 0.05
兵庫県 0.42 愛媛県 0.09 島根県 0.05
新潟県 0.35 熊本県 0.09 鳥取県 0.05
大阪府 0.34 山梨県 0.09 長崎県 0.05
茨城県 0.24 香川県 0.09 沖縄県 0.04
栃木県 0.22 奈良県 0.08

























































 ５・３ 分析結果の考察 
 








































































































































































































































































































































































































































 ５・４・３ 兵庫県・京都府・鳥取県の合同運用 
兵庫県・京都府・鳥取県（以下、三府県）の合同運用
を想定して、主成分分析を行った。この結果を図-13、図












































































































































































































































2）Kerr WA． Differences in mortality rates among 
trauma patients transported by helicopter and 
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